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配布資料 

資料１ ：マスタープラン１次案策定に向けて 

  



１． マスタープラン１次案策定に向けて 

・事務局から資料１により説明を行った。 

・主な議論は以下の通り。 

 

 [主な議論] 

（秋元委員長）本日はマスタープラン１次案の策定ということで、いろいろとリバイスしていく必要が

あるが、まずは１次案としてこのようなパラメータ等で進めてよいかというご提案である。

全体的に、もしくは細かいところでもご意見を頂きたい。 

（北委員）12 スライド論点１のマスタープラン１次案に向けたシミュレーション前提条件についてコ

メントさせていただく。この前提条件は国の審議会で決められたものであるが、この中に、

例えば蓄電池のような短周期の出力変動を補償するための設備が考慮されていないように

思われる。本シミュレーションでは 21 スライドにあるように１時間刻みで計算することに

なっているので、それよりも短い出力変動に対しては実際には蓄電池のような調整力が必要

になると考える。したがって、特に洋上風力を内陸の系統に連系する際には、調整力を新た

に確保、つまり蓄電池を設置する必要があるのではないかと考えており、その場合には、蓄

電池費用等も B/C のコストの中に含める必要がある。また、同様にシミュレーションにおい

ては、系統の同期安定性の制約についても何らかの形で考慮することが重要ではないかと考

えている。脱炭素化に向けて再エネが連系拡大していく中で、非効率な石炭火力のフェード

アウトの取り組みも加わってくるので、今後既設の大規模な石炭電源の退出が進行すると同

期安定性の制約の課題が顕在化する可能性がある。したがって、再エネ送電量を維持するこ

とを目的とするのであれば、同期安定性の対策も必要となることが考えられるため、そうし

た諸費用も考慮していく必要が出てくるのではないか。いずれにしても、資料に表れていな

いシミュレーションの前提条件の部分については、各エリアの一般送配電事業者とよく相談

したうえで決めていく必要があると考えている。 

（祓川オブザーバー）事務局の方から提案された内容は、2050 年のエネルギー基本計画がまだできてい

ない中で、官民協議会の洋上風力の導入目標値を反映していただき、現時点で反映できる最

大限の要素を反映したうえで１次案をまとめていくものと理解しており、賛成である。細か

い点で質問であるが、21 スライドの出力抑制分は太陽光と風力でどの程度の量を考えてい

るのか。別の委員会において、導入量の増加と増強コストに対して一定量の出力抑制が必要

であり、そのバランスで決めるべきであると考えている。将来は別の考え方になるかもしれ

ないが、現時点でどのように考えているか教えて頂きたい。また、23 スライド以降の数字を

全部合わせると 354GW になり、これは今の議論でいうと 2030 年を目安に、2040 年で想定

される洋上風力を入れて、なおかつ、風力、太陽光の期待される値を足したものだと理解し

ているが、2050 年の発電電力量 1.3～1.5 兆 kWh を反映したものではないという理解でよい

か。2030 年プラス洋上風力 30GW という考え方なのか教えて頂きたい。 

（辻委員）今回まとめて頂いた１次案であるが、祓川オブザーバーからも話があったとおり、2030 年の

状況をベースとしつつ、洋上風力のようにもう少し先も見込んでシナリオとして組んでいる

と理解している。資料にもある通り、マスタープランでは、もう少し先の 2050 年の状況ま

で考えて、より長期を検討とすることを最終的な目的とすることを考えると、マスタープラ



ンの検討においても具体的にはこういう検討をしないといけないということに対して、１次

案としては急ぐこともあるし、現実的にできる範囲の中で整理をするとこのようなまとめに

なるということだと思うため、異論はない。より長期的に考えれば、例えば、不確実性も増

えるので蓄電池を考慮すべき点や慣性力を確保する重要性も制約として考えなければなら

ない。ただ今回はもう少し手前の話なので、そのような要素は考慮しなくても大丈夫と言う

整理をしているものと理解している。長期で考える場合と短期の場合とで、どういう検討項

目の差異を設けているのかという整理もあると、今後の長期的な議論に繋がる見通しが明確

になって良いのではないかと感じた。また、細かいところであるが、22 スライドで条件が記

載されており、変化率制約なしとなっている。具体的には分からないが、直感的には洋上風

力が大量に導入される状況を考えると、考慮しなければならないのではないか。変化率制約

なしで大丈夫と判断した具体的な考え方があればお聞かせいただきたい。 

（事務局）ご意見ありがとうございます。北委員からのご質問である短周期変動については、一般送配

電事業者とも会話しており、蓄電池費用をどうするかという課題の仕分けはあると思うが、

蓄電池シナリオは複数シナリオの中に別途入ってくると思う。9 スライドのとおり蓄電設備

は揚水のみを設定しているということにしているが、短周期で蓄電池も必要であるというこ

とは頭におきつつ、同期安定性についても考えていくし、非効率石炭のフェードアウトと慣

性力との関係についても調整力等委と並行して技術的な課題についても検討を進めており、

その議論状況を踏まえ、マスタープランに必要なものを取り入れて１次案を取り纏めていき

たい。また、祓川オブザーバーからのご質問である出力抑制については、風力については出

力カーブを入れながら、メリットオーダー的に需給上必要な断面で出力抑制が発生する。１

時間あたりのシミュレーションで勘案していくものと考える。23 スライド以降の数値が

2050 年まで含めているかという質問であるが、2030 年プラス洋上風力 30GW を入れたもの

で考えている。辻委員からご質問のあった変化率の制約の観点については、１時間当たりの

シミュレーションで言えば、ある程度の出力変化幅は戻せるという考え方で制約なしとして

いる。変化率制約を勘案することが必要であることは重々承知している。 

（永田委員）提示されたシナリオについて、洋上風力 2040 年のターゲットというのは、本委員会で取

り組むべき大きな目標と考えているため、これを見据えることに異論はない。そのうえでシ

ナリオは随時見直していくことと理解している。 

 慣性力についてのご指摘をいただいたが、2040 年の洋上風力のターゲットを実現するた

めには、その時点における系統の技術的な成立性をいろんな観点で考えなければならない。

平常時だけでなく、事故時や設備停止時、需給ひっ迫等のまれな条件での状況の確認をしな

ければならない。また、細かい点を１点申し上げるが、HVDC の利用はおそらく不可避であ

ると考えている。変換器で連系する電源が増えることも考えると、変換器が大幅に系統の中

で活用される姿を具体的に評価することとなり、変換器が動作するために必要な短絡容量な

ど細かい点も含めて技術的に広く見ていく必要がある。他の委員会等でもこのような議論が

なされているが、本委員会でも技術的な点も含めて全体を俯瞰できるような議論をお願いし

たい。 

（岩船委員）今回の試算が１次案のスタートということで理解したが、基本的には、委員コメントにも

あったように、本来はネットワークの増強と電源コストを最適化すべきであるが、今の時点



では運用費用の最適化しかシミュレーションできないので、まずは電源の位置は想定されて

いる洋上風力のシナリオをベースにやるということは理解できる。しかし、最近発表された

東京電力 PG の試算では、電源費用とネットワーク増強費用を含めて最適化するような試算

も行われているため、そういったより良いモデルから計算された結果があるのであれば、そ

れと想定や結果を比較しながら議論を進めていくことが必要ではないかと思う。広域機関が

計算した結果だけが唯一ではないと思うので、既に出されている 2050 年のカーボンゼロの

試算や、他の方が計算した結果と比較してほしい。例えば東京電力 PG の結果を見ると、洋

上風力は北海道や九州ではなく需要地に近いところに配置されている。もしそれが本当にで

きるのであれば、ネットワークの増強費用が大きく削減できる。東電の算定結果からくる電

源配置を所与として広域機関のシミュレーションをすることも考えられるのではないか。こ

のまま洋上風力 30GW～45GW の想定しかなければ、増強ありきのシナリオしか出てこない

のではないかと懸念している。需要地を中心に導入されることもあると思うので、そのあた

りの比較をお願いしたい。電源費用を最適化できないことはわかったが、少なくとも洋上に

も着床式と浮体式があり、今回のシナリオでは同じにしているが、後乗せでいいのでそれぞ

れの割合やコストの見通しを付け加えた上で、全体としてのコストを検証してほしい。また、

今回のスタートとして今のところ貯蔵設備は揚水だけしか考慮できていないことは理解す

るが、やはりこれだけ洋上風力が入ると蓄電池や EV などの追加的な貯蔵設備が導入されて

いないのも少し違和感がある。結果に大きく影響すると思うので、その検討はなるべく早く

お願いしたい。 

（長尾オブザーバー代理）ご説明いただいた事務局案に概ね異論はないが、これまでの本委員会での議

論を踏まえて 2 点申し上げる。17 スライドに、CO2 対策コストは「発電コスト検証 WG に

対して、WEO2020 想定値などを用いる」という記載があるが、WEO2020 に我が国の CO2

価格は記載がなかったと認識している。どの値を用いる予定なのかお聞かせ願いたい。なお、

日本でもCO2価格として採用しうるものはあると思うが、比較検討しているものがあれば、

検討の中身を可能な範囲でご教示いただきたい。また、今回のシミュレーションを踏まえた

費用便益評価において、系統の柔軟性・調整力については対象外であり、「PJM と同様にシ

ミュレーションの中で一定の調整力を考慮」と整理されていたと認識しているが、この評価

についても引き続き検討をお願いしたい。 

（事務局）岩船委員から頂いた、需要地に近い配置を比較した方がよいというご意見があったが、今回

は国からポテンシャルの配置を提示いただいたものをきっかけに検討して、その状況を報告

して、更なる議論を進めるものと思う。今回限りで終わりではないことはご理解いただきた

い。洋上風力の着床式と浮体式の割合は国の官民協議会の中の話であるため、今後確認する

こととさせていただきたい。全体のコストについても検証してほしいということであるが、

エネルギーミックスの検討も進んでおり、最終的にどこでお見せできるかという話はあるが、

国とも相談しながら進めたい。長尾オブザーバー代理からのご質問のあった、CO2 価格は

WEO2020 のどの値を採用するのかという点については、前回の発電コスト検証 WG でも欧

州の37ドルといった値を参照しているので、同レベルのものを採用することを考えている。 

（松村委員）先ほどの岩船委員のご発言に全面的に賛成する。ただ、誤解がないか確認したい。岩船委

員は他の委員が言っていることと同じと仰ったが、かなり異なる指摘と思っており、相当深



いこと、重要なことを指摘されたと思っている。それは、マスタープランとはそもそも何な

のかということである。今回は電源の配置が与えられて、送電投資のコストベネフィットを

考える。本来のマスタープランであれば、目標が与えられていて、その目標を達成するため

にコストを最小にするような電源構成、立地、送電投資を考えることではないかという議論

がずっとあった。今回の整理では、委員会として年度内で送り返すミッションはそうなって

おらず、電源配置等の条件は基本的に与えられていて、増強投資がどうすれば効率的なのか

検討するのがマスタープランとなっているので、今回の整理は合理的だと思うが、そもそも

マスタープランとしてそれでいいのかという役割分担を岩船委員はご指摘になった。電源構

成や立地は基本政策分科会をはじめとして、エネ庁、経産省の別の委員会でやる整理で、こ

こでは本来のマスタープランに値する議論はしないという役割分担が本当にいいのかとい

う本質的なことを指摘されたと思う。こちらから、むしろこういう立地・構成がコスト最小

化のためには望ましいと打ち出したあとで、それを資料として基本計画をはじめとする様々

な委員会の議論に資する、ということをすべきという提案で、特定の個社，東京電力の推計

を使うべきか否かというレベルに止まらない提案だと思う。今回のミッションではないこと

は明らかであり、今回の資料に対して言うべきことではなかったかもしれないが、広域機関

の役割、あるいはマスタープランを作る者の役割として、そういうことを考えなければいけ

ないのではないか。実際にはコスト高となることを、他の委員会の議論で決まってしまうこ

とで所与としていいのか。そのようなことも含めて長期的には考えなければならない。他の

委員から出された長期的な話は技術的な話で、一つ間違うと今回の延長で微修正しながら期

間を延ばすと言う発想になりかねないが、岩船委員の指摘は大きな枠組みの話と理解した。

この委員会だけでは手に負えないのはわかるが、考えていかなければならない。例えば、炭

素コストをいくらで想定するかの議論は、電源構成が与えられてコストベネフィットを分析

するのであれば有用かもしれないが、本当はそうではなく、CO2 削減をどこまでやるのかと

いう目標が与えられ、コスト最小化をすれば、CO2 コストの帰属価格は内生的に出てくるは

ずのもの。いくらで想定するのかというのは、今回の報告の文脈では意味があるが、本当に

それが本質なのかということすら問題になり得ると思う。 

（岡本オブザーバー）まずは、年末年始以降、需給がタイトになっており、多くの皆さまにご心配、ご

迷惑をおかけしておりお詫び申し上げる。また、弊社の中でも大変厳しいという声もあった

が、広域機関の融通指示で各社様から助けて頂いており、我々のエリアの中でも電気の有効

活用や自家発の最大限の出力など、皆さまにご協力頂いて何とか供給できており、あらため

てお礼を申し上げる。引き続き広域機関や皆さまと一緒に安定供給の維持に努めて参るので

よろしくお願いしたい。松村委員から本質的なご指摘があったが、今回の１次案の位置付け

の中で申し上げると、8 スライドは事務局がご苦労されて作られていると思うが、先々を鑑

みると、全体として CO2 削減に向けて全ての電源や流通、需要側の対策もあると思うが、

そのようなものがコストミニマムになるようにやっていくことが 2050 年に向けて必要にな

ると思っている。そのために必要な様々な検討があると思うので、弊社が持っているデータ

は提示させて頂き、一緒に検討させて頂きたいとおもっている。もう一つは、直流について

永田委員からもご指摘があったが、官民協議会の案を見ると北海道エリアに洋上風力が寄っ

ていて、需要規模に比べてこの容量だと慣性力の問題を検討しなければならないが、交流に



入れず直流で直送なのか、あるいはハイブリッドなのか、多端子になるのか、直流で他エリ

アに送るとしても多面的、技術的な検討が必要になる。また、８スライドの考えに則って、

直流もオプションとして検討することとなっており、その中で必要性の高いところはマスタ

ープラン策定を待たずに整備計画を検討開始とあるが、一定程度見込みを立てる必要があり、

継ぎ足し継ぎ足しという増強は系統として難しくなるので、合理的、段階的に、マスタープ

ラン１次案以降で対応できるような余地を残しながら、拡張性を考えつつ、手戻りなく１次

案の内容を固めるよう検討を進めて頂きたい。 

（高村委員）岩船委員、松村委員が仰った点と同じであるが、今回のマスタープラン１次案として出し

て頂いており、エネルギー基本計画等の議論が進行中の中で、どのように作業を少しでも進

めようかという事務局のご苦労と努力が見てとれる。私の理解では、基本的には想定を 2030

年において、加えて洋上風力を 2040 年時限のものを想定した形のモデルの作り方をされて

いると思う。感度分析するとしても、2030 年の想定をベースとした延長線上の絵姿を描いて

みようということだと思っており、その作業はエクササイズとしてはやっていただくとして

も、おそらくマスタープランとして我々がこれまで議論してきた 2040 年 2050 年を見越し

た系統の青写真をしっかり描いてプッシュ型の仕組みに変えるための整備計画という点で、

若干異なる性格のものではないか。岩船委員、松村委員が適切に仰って頂いており発言を重

ねることになって大変恐縮であるが、2050 年のカーボンニュートラルや、それに呼応する、

あるべき系統の姿に対して、2030 年をベースとした想定諸元の延長の姿というのは必ずし

も同じではない可能性がある。今までの議論の中でも、ENTSO-E では、マスタープランを

作成する際に、到達したい政策目標を設定して、そこに至る複数の道筋・シナリオを持ち、

かつ電源のコストだけでなく系統も含めたシステムコストも考慮して、電源の適正配置も含

めた系統のマスタープランを書いていると思う。今回もエクササイズとしては異論ないが、

マスタープランの結果をもって国のエネルギー基本計画に、系統側からのインプットが可能

となる作業の準備をして頂きたい。具体的には、岩船委員からも東京電力 PG の結果を見て

と仰っていたが、今やろうとしているエクササイズと違うアプローチで系統の長期展望を検

討されているものを、東京電力 PG だけではなくて結構であるが、我々のところで方法論も

含めて勉強する場、共有する場を持ってはどうかというのが 1 つ目の要望である。2 つ目に

事務局に検討頂きたいのは、マスタープラン１次案というと本来は 2040 年 2050 年時限の

長期展望を念頭に議論してきたため、少し性格の違いがある 2030 年時限の延長線の議論が

マスタープラン１次案なのかと誤解されないか心配である。今回のエクササイズについて呼

び名を検討してもいいのではないか。最後にテクニカルなところを２点申し上げるが、基本

的には 2030 年の想定を使っていると理解しているが、祓川オブザーバーも仰っていたが、

想定をどの時限のものとするかの前提を揃える必要があると考えており、需要もそうである

が、CO２コストについて感度分析をするにしてもベースは何年を想定するのか整理してい

ただくとありがたい。WEO2020 を使うとしても、何年を想定するかで全く変わってくると

思う。もう１つテクニカルなところで、2050 年を見越して感度分析をして頂くことはありが

たいと思っている。再エネ５～６割という参考値が出ているが、感度分析という点では参考

値より上振れに導入されることも含めて検討をお願いしたい。 

（菅沢オブザーバー）論点１のシミュレーションの前提条件の電源構成について、2 点ほどコメントさ



せて頂く。まずは官民協議会の目標値を採用して 2030 年のエネルギーミックスと比べて再

エネ比率を高めていくということになるので、カーボンニュートラル達成に向けた長期方針

を検討するうえでは望ましい方向であると考えている。この効果により、スライド 9 に記載

されているとおり、火力の比率を 2030 年エネルギーミックス水準より小さくすることがで

きるが、具体的にスライド 12 に記載されているが、石炭火力がエネルギーミックスの水準

から変わらないという設定が前提として置かれている。2050 年までの間においても CO2 総

排出量を抑制していくという視点も重要と考えており、せっかくの洋上風力上積み分を石炭

火力の抑制に活用しないというのは、カーボンニュートラルに向けた政策的なメッセージと

しても適切ではないと捉えられる可能性があることを危惧している。こういったトランジッ

ション期間においても有効な CO2 の抑制策を可能な限り取り入れた前提条件を検討して頂

ければと思う。2 点目はシミュレーションの詳細設定についてであるが、洋上風力を中心に

これだけ変動再エネを導入していくと、調整力確保の重要性が増してくることとなる。スラ

イド 21 に出力範囲の記載があるが、火力電源の最低出力が柔軟性に富んだ設定になってい

る。これについて実態を反映した設定となっているのか、念のためご確認いただければ実の

ある検討になると思う。 

（事務局）高村委員からのご指摘について、エクササイズをするうえで勉強する場という話があったが、

どの場でやるかも含めて国と相談させていただく。マスタープランが 2040 年 2050 年とい

うところで、今回のエクササイズは性格が違うというご指摘は我々も認識しており、スライ

ド 8 において、今回は国から提示された洋上風力導入シナリオと記載しているが、１次案は

あくまで一断面といった形でエクササイズさせてほしいという表現にしている。再エネ５～

６割よりも更に上振れした感度分析については、どこまでできるか事務局内で検討して参り

たい。菅沢オブザーバーから、CO2 削減がどこまでできるかということも考えてもらいたい

というご意見であるが、石炭火力は 2030 年のエネルギーミックスの 26%に合わせるという

ことはするが、当然シミュレーションの中ではメリットオーダーでユニットコミットメント

されるので、再エネが多く入れば、必要なものを除いて火力はある程度抑制されるというこ

とになると思う。火力の出力範囲を実態に合わせてという話もいただいたが、最低出力がそ

れぞれにあることは十分承知しているものの、それらのデータを全て持ち合わせている状況

ではないため、まずは取り掛かりとして何らかの諸元に基づいてある程度のシミュレーショ

ンをしていく。最終的にシミュレーション精度を上げていくという観点でも検討を進めてい

るということはご理解いただきたい。 

（村上委員）今回の前提条件は 2030 年のシナリオを作るにあたってのインプットであり、それを踏ま

えた 2030 年断面の電源構成が 23 スライド以降に記載されているものと理解していた。しか

しそうではなく、＋αで洋上風力が入っており、これは何年断面というものではないという

理解でよいか。そのうえで申し上げると、2030 年は 2050 年のカーボンニュートラルに向け

て重要な断面の年度であると認識しており、その断面でどういう電源構成であるためどう系

統整備するのか、そのためにはどれだけ系統コストがかかるのかをアウトプットしていく必

要があるのではと思う。そうすると、2030 年断面で揃えたデータを出す必要があるのではな

いか。また、2030 年断面でこれだけ火力が残っていて、CO2 排出量がどうなるのか心配に

なったが、CO2 がどれだけ変化したかのアウトプットが出てくるのか確認したい。それか



ら、2050 年に向けての感度分析についても、例えば、経年 40 年の石炭火力をゼロにすると

か、原子力の稼働率をどうするといったことは感度分析で出せるのか。それとも前提条件と

してのインプットを変えてもう１回計算し直さなければ出てこないのか、についても教えて

いただきたい。基本政策分科会でも 2050 年のシナリオについて議論をしているが、ヒアリ

ングでは再エネ80％や100%というシナリオも出ているので、そういうことも視野に入れて、

2050 年カーボンニュートラルに向けて、検討していくとよいのではないか。どの委員会がど

のような役割分担をしているか十分には把握しておらず、2050 年のミックスを議論するの

は本委員会の役割ではないとおっしゃられたが、そのようなことも視野に入れて議論しなけ

ればいけないと改めて感じた。 

（増川オブザーバー）ベースシナリオの前提条件の太陽光導入量について、質問とコメントを申し上げ

る。今回の資料には日本全体の太陽光の導入量が示されていなかったので、23 スライド以降

に示された詳細条件から計算すると、エリア全体で 76GW となった。この数字であるが、足

元でもすでに 60GW あり、おそらく 2025 年くらいには達成するのではという見方もある。

2030 年にしては過小評価となっているのではないか。カーボンニュートラルを本当に目指

すのであれば、これの何倍も必要になると我々は認識している。シミュレーションにどのよ

うな影響を与えるかはわからないが、太陽光についてはベースシナリオでは相当過小評価さ

れていることを理解したうえで、感度分析をする必要がある。太陽光発電協会でも 2050 年

のビジョンを出しているが、CO2 の 80％削減を目標とすると 300GW の導入が必要だと考

えている。これと比較しても 4 倍以上の差があり、懸念事項として太陽光が過小評価されて

いることを申し上げたい。 

（城所委員）各委員からマスタープランの定義の話が出たが、今のマスタープランというのは電源の立

地を所与としたうえで考えている。マスタープランの名に値するものであるのならば、電源

の立地も動かせるのではないか。この委員会でも議論が出ているが、どこかの段階で、電源

立地を動かせるのであればこうなるというものも含んで示せて、初めて基本計画と呼べるの

ではないか。ただ、今回の資料を見ると 2030 年に焦点を置きつつ、その先に何が起こるか

は今後考えることとなっているが、これはこれで仕方ない面がある。2030 年は 9 年後なの

で大きな技術的進歩があるとは思えないが、2050 年だと 29 年後なので大きな技術の進歩が

あるかもしれない。そうすると今の延長線でわかることを計算して、その後のことは、例え

ば、蓄電池が発達した場合や太陽光がこうなった場合といった個別のことを織り込んでいく

方がよいと思う。道路の費用便益分析だと、50 年後の需要予測をするが、まず当たらない。

50 年後のことはわからないのに、わかる前提でやるから変な費用便益分析の値になること

がある。わかることと、わからないことを区別するという意味で、2030 年くらいの比較的予

想がつきやすい手堅いところで費用便益分析を行って、それから先のことは技術的な様々な

ことを入れていくやり方がよいのではないかと思う 

（事務局）村上委員から頂いた洋上風力の年度については、2040 年までの目標は国の官民協議会で言わ

れており、2030 年ではなくそれ以降も踏まえているものである。そういった容量がプラスさ

れているという理解で合っている。電源構成のバイチャートで火力が多く残っているという

ご指摘については、石炭火力等はエネルギーミックス水準で調整しており、設備容量を載せ

ているのでそのように見えるが、実際の稼働率は調整して下げることを考えている。その設



備量がそのまま動くわけではないことはご理解いただきたい。原子力の感度分析は今後検討

しなければいけないが、原子力の稼働率を変えればシミュレーションの前提条件が変わるた

め、その都度シミュレーションしなければならない。シナリオとしては一点を決めて、感度

分析によって、どの程度上下に振らせるかを決めてシミュレーションを行うことで考えてい

る。また、増川オブザーバーからご指摘があったベースシナリオにおける太陽光の導入量で

あるが、供給計画もしくはエネルギーミックスの大きい方を採用することとしており、エネ

ルギーミックスが 64GW で、ベースシナリオとしては供給計画で把握している 76GW とし

ている。そこについては感度分析の世界で、太陽光がさらに入った場合の増強として、今の

検討しているものが望ましいのか、更に増強が必要なのかは、分析のところで検討させてい

ただければと思う。城所委員からご意見いただいたところの観点は、我々も同じ考えである。 

（藤井委員）テクニカルな話であるが、揚水の運用が１週間で設定されているが、今まで需給バランス

を大きく変える要因としては需要の変動であり、人間活動という意味で 1 週間が丁度良い単

位だったのだろうと思うが、太陽光や洋上風力が大量に入ったときは気象条件の変化が大き

な変動要因となってくると思う。１週間単位で果たしていいのか心配である。ソフトウェア

として使われているものは、揚水の期間の単位は伸ばすことができるのか。3 週間や 1 カ月

を考えた運用をやらなければいけないかもしれない。どの程度影響があるかはわからないが、

そのあたりテクニカルにどうなっているか確認したい。 

（事務局）使用しているソフトウェアの制約として 1 週間ということである。１日か１週間かは選べた

かと思うが、計算を高速処理する関係での制約と認識している。そのため 1 週間という経済

運用でシミュレーションしたいという意図で記載させていただいた。 

（辻委員）冒頭の自身の発言に対する事務局の回答に関して、細かいことであるが１点申し上げたい。

発電機の出力変化率の制約を考慮しなくてよいのかという点について、１時間刻みなので実

質的に制約として効いてこないという回答だった。１時間刻みの中では確かに出てこないと

思うが、実質的に変化率の制約が効いてくる時間帯があるのであれば、それは解析の刻みが

１時間という刻み幅でいいのかという妥当性の話になる。そこを細かくすると計算も大変に

なって、ソフトウェアの問題等もあると思うので、短くしようという意見ではないが、北委

員のお話のように、１時間以内で起きる現象に対して問題がないことを詰めてもらうのが重

要だと思う。 

（事務局・寺島理事）事務局からの説明に補足である。今回のマスタープラン１次案のシナリオ想定に

ついて説明させて頂いたが、一部の委員から、洋上風力など電源ありきで検討を進めていけ

ば増強ばかりになるのではというご意見があったと思う。こちらについて見解を述べさせて

いただくと、必ずしもそういうことを１次案で出そうとしているのではなく、我々は、再エ

ネも含めて電源のあるミックスを達成するために、どういうネットワークの検討が必要なの

かというスタートをこの１次案で切ろうと思っている。当然のことながら、再エネ等がこれ

だけのボリュームで入った時の信頼度やセキュリティの問題も検討するし、それに伴ってネ

ットワークコストが増えれば、この電源位置では無理だという答えが出ることもあり得ると

考えている。もちろん官民協議会から出た洋上風力のポテンシャルの位置を考慮するが、そ

れが所与というわけではないと考えている。国とよく調整しないといけないが、結果的に

B/C がよくなかったときに、どうやってエネルギーミックスの水準を達成するのかという議



論は次の段階で起きるので、その中で皆さまと議論させていただきたい。今はこの形でとり

あえず進めていきながら、城所委員からのお話のとおり、突然 2050 年の世界をやるという

のもわかりにくくなるので、ある程度シナリオで振らせながら調整していきたいと考えてい

るので、よろしくお願いしたい。 

（秋元委員長）今回１次案ということでキックオフしなければいけないので、どういう数字を入れてい

くかという議論である。洋上風力の件も、再エネが増えていくという方向性は確実であるた

め、今見えているものをまず入れ込んで計算して、それを見て何度もフィードバックしてい

くことだと理解している。政府の議論もまだエネルギーミックスが決まっておらず、決まっ

たとしても少なくとも 2050 年については複数のシナリオという形になると思うので、マス

タープランにフィードバックしてリバイスをかけていくということと思う。必ずしも今日ご

提示いただいたものが決まっているものではなく、今後の検討の発射台だと理解している。

ただ、重要な議論として、不確実性の中で分析していくということは当然すべきというのは

皆様のご理解のとおりだと思うが、松村委員、岩船委員のご意見のとおり、マスタープラン

から政府の具体的な検討へインプットすべきではないかという意見もあったが、それはこの

委員会そのもののミッションではないので、国とコミュニケーション取りながら進めていく

ことと思う。国のミックスの方も、どこに設置するという話ではないと思うので、量的な大

きな方向性が決まった中で、どこに設置した方が費用便益が高いのかという検討を繰り返し

行っていくことと理解している。そういう面でたくさんご意見はいただいたが、この方向性

で進めることに関しては概ねご了解は頂いたと思っており、細かい数値の設定や具体的な感

度分析の方法などは示唆を頂いたので、引き続き事務局で検討していただければと思う。 

 これにて本日の議事は全て終了となったので、第６回広域連系系統のマスタープラン及び

系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会を閉会する。ありがとうございました。 

 

－了－  


